
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 介護サービス事業者調査の結果 
 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 



- 介護サービス事業者調査の結果 - 

423 

１ 事業所の概要について 

（１）法人種別 

【図 1-1 法人種別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業所の運営主体は，「株式会社」が33.0％で最も多く，次いで「社会福祉法人」が30.0％，

「医療法人」が15.3％となっています。（図1-1） 

 

 

  

その他の内訳 件数

合同会社 72

公益社団法人 40

一般財団法人 25

生活協同組合 24

一般社団法人 15

個人 5

合資会社 4

地方独立行政法人 4

社会医療法人 3

公益財団法人 2

商工会 2

日本赤十字社 1

30.0 

15.3 

33.0 

8.3 

2.7 

10.6 

0.1 

0 10 20 30 40

社会福祉法人

医療法人

株式会社

有限会社

ＮＰＯ法人

その他

無回答

(%)
(n=1,861)



- 介護サービス事業者調査の結果 - 

424 

（２）所在地（圏域） 

【図 1-2 所在地（圏域）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業所の所在地の圏域については，「右京区」が14.2％で最も多く，次いで「伏見区」が12.4％，

「北区」が10.1％となっています。（図1-2） 
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（３）サービス提供圏域 

【図 1-3 サービス提供圏域】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業所のサービス提供圏域については，「右京区」が20.8％で最も多く，次いで「上京区」が

17.1％，「中京区」が16.6％となっています。（図1-3） 
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（４）提供サービスの種類 

問１ 貴事業所における提供サービスについて，番号を○で囲んでください。また，併設事業所があ

る場合は，番号を△で囲んでください。（令和元年11月１日現在の状況でお答えください） 

【図 1-4 経年比較 提供サービスの種類】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「居宅療養管理指導」は調査対象外，「介護医療院」と「（総合事業）」は今回調査の新規項目 
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事業所における提供サービスの種類については，「居宅介護支援」が15.7％で最も多く，次い

で「訪問介護」が13.4％，「通所介護」が11.9％となっています。 

前回調査と比較しても，同様の傾向がみられます。 

また，今回調査では「総合事業」が新たに追加され，「（総合事業）介護予防型デイサービス」

が9.9％，「（総合事業）介護型ヘルプサービス」が6.0％，「（総合事業）生活支援型ヘルプサー

ビス」が3.3％となっています。（図1-4） 

法人種別を居宅サービス別でみると，居宅介護支援や訪問介護，訪問入浴介護，訪問看護，

通所介護，特定施設入居者生活介護は「株式会社」が最も多くなっています。 

介護予防支援と短期入所生活介護は「社会福祉法人」が最も多くなっています。 

訪問リハビリテーションや通所リハビリテーション，短期入所療養介護は「医療法人」が最

も多くなっています。（図1-4-1） 

【図 1-4-1 提供サービスの種類別 法人種別（居宅サービス）】 
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法人種別を地域密着型サービス別でみると，小規模多機能型居宅介護や夜間対応型訪問介護，

認知症対応型通所介護，定期巡回・随時対応型訪問介護看護，看護小規模多機能型居宅介護，

地域密着型老人福祉施設入所者生活介護は「社会福祉法人」が最も多くなっています。 

認知症対応型共同生活介護や地域密着型通所介護，地域密着型特定施設入居者生活介護は「株

式会社」が最も多くなっています。（図1-4-2） 

【図 1-4-2 提供サービスの種類別 法人種別（地域密着型サービス）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法人種別を施設サービス別でみると，介護老人福祉施設は「社会福祉法人」，介護老人保健施

設と介護医療院は「医療法人」，介護療養病床（介護療養型医療施設）は「医療法人」と「その

他（一般社団法人）」が，それぞれ最も多くなっています。（図1-4-3） 

【図 1-4-3 提供サービスの種類別 法人種別（施設サービス）】 
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法人種別を総合事業別でみると，介護型ヘルプサービスや生活支援型ヘルプサービス，介護

予防型デイサービス，短時間型デイサービスは「株式会社」が最も多くなっています。 

支え合い型ヘルプサービスは「社会福祉法人」と「株式会社」が同率で最も多くなっていま

す。 

短期集中運動型デイサービスは「社会福祉法人」が最も多くなっています。（図1-4-4） 

【図 1-4-4 提供サービスの種類別 法人種別（総合事業）】 
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（５）従業員数 

問２ 貴事業所における従業者数を御記入ください。（令和元年 11月１日現在の状況でお答えく

ださい） 

【図 1-5-1 従業員数（常勤・非常勤）】 

 

 

 

 

※実人数を基にした割合 

 

 

【図 1-5-2 従業員数（職種）】 
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【表 1-5-3 従業員数（内訳人数）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【換算数の計算式】 

  <※１箇月に数回の勤務である場合> 

職員の１週間の勤務時間  職員の１箇月の勤務時間 

施設が定めている１週間の勤務時間  施設が定めている１週間の勤務時間×４(週) 

 

回答事業所の従業員数について，総数は26,661.4人となっています。そのうち，「常勤」は

18,086.9人，「非常勤」は8,574.5人となっており，割合でみると「常勤」は67.8％，「非常勤」

は32.2％となっています。（図1-5-1） 

職種別でみると，「介護職員」の人数が他の職種に比べて多くなっています。また，「介護職

員」の多くが「介護福祉士」の資格を所有しています。（図1-5-2） 
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47.7 8.2

226.2 69.0

5.0 2.0

13.4 2.0

5.8 5.0

7.0 7.4

924.5 81.0

29．うち社会福祉士 220.3 11.2

30．うち社会福祉主事又は社会福祉主事任用資格 165.0 18.0

8.0 2.0

223.7 15.9

33．うち管理栄養士 201.7 8.2

7.4 9.8

128.6 264.9

570.9 246.0

143.2 347.0

594.8 30.2

549.0 40.4

78.3 2.7

38．上記１～36（７，８を除く）のうち介護支援専門員（再掲）

39．上記１～36のうち訪問介護のサービス提供責任者（再掲）

40．上記８のうち居宅介護支援の施設管理者（再掲）

31．福祉用具専門相談員

32．栄養士

34．歯科衛生士

35．調理員

36．事務職員

37．その他

28．生活相談員・支援相談員

７．介護支援専門員

９．計画作成担当者

10．介護職員

20．理学療法士

21．作業療法士

22．言語聴覚士

23．柔道整復師・あん摩マッサージ指圧師

24．健康運動指導士

25．健康運動実践指導者

26．介護予防運動指導員

27．はり師又はきゅう師

６．准看護師

１．管理者

２．医師

３．歯科医師

４．薬剤師

５．看護師
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２ サービスの利⽤者の状況について 

（１）サービスの利用定員・利用者数 

問３ 貴事業所において，サービスを利用されている方について，御記入ください。 

 

①定員（設定がある場合のみ，令和元年 11 月１日現在） 

【図 2-1-1 提供サービスの種類別 サービスの利用定員】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0.5 

0.0 

30.4 

5.3 

0.0 

0.0 

4.8 

19.2 

0.0 

1.2 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.5 

18.2 

0.0 

8.6 

12.5 

32.1 

0.0 

2.9 

11.8 

71.4 

54.8 

0.0 

86.7 

12.5 

12.0 

2.0 

0.0 

0.0 

0.0 

25.4 

63.6 

50.0 

26.2 

32.5 

14.3 

5.3 

8.8 

84.3 

0.0 

19.2 

80.0 

2.4 

87.5 

84.0 

0.0 

3.6 

0.0 

0.0 

12.4 

0.0 

0.0 

29.9 

12.5 

3.6 

5.3 

8.8 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

1.2 

0.0 

0.0 

2.0 

7.1 

0.0 

0.0 

29.7 

18.2 

50.0 

19.0 

7.5 

1.8 

0.0 

23.5 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

11.4 

0.0 

0.0 

5.4 

22.5 

5.4 

10.5 

47.1 

0.0 

0.0 

0.0 

20.0 

0.0 

0.0 

0.0 

88.0 

78.6 

83.3 

100.0 

5.9 

0.0 

0.0 

10.4 

12.5 

12.5 

73.7 

8.8 

3.9 

23.8 

6.8 

0.0 

8.4 

0.0 

4.0 

8.0 

10.7 

16.7 

0.0 

14.6 

0.0 

0.0 

通所介護
(n=221)

通所リハビリテーション
(n=40)

短期入所生活介護
(n=56)

短期入所療養介護
(n=19)

特定施設入居者生活介護
(n=34)

小規模多機能型居宅介護
(n=51)

認知症対応型通所介護
(n=21)

認知症対応型共同生活介護
(n=73)

看護小規模多機能型居宅介護
(n=5)

地域密着型通所介護
(n=83)

地域密着型特定施設
入居者生活介護(n=8)

地域密着型介護老人福祉施設
入所者生活介護(n=25)

介護老人福祉施設
(n=50)

介護老人保健施設
(n=28)

介護療養病床（介護療養型
医療施設）(n=6)

介護医療院

(n=3)

（総合事業）介護予防型

デイサービス(n=185)

（総合事業）短時間型

デイサービス(n=11)

（総合事業）短期集中運動型

デイサービス(n=2)

(%)
0 20 40 60 80 100

１～９人

10～19人 20～29人 30～39人 40～49人 50人以上 無回答
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②利用者数（令和元年 10 月１日から 10月 31 日までの実人数） 

【図 2-1-2 提供サービスの種類別 サービスの利用者数（居宅サービス）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 2-1-3 提供サービスの種類別 サービスの利用者数（地域密着型サービス）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

4.1 

2.3 

18.0 

10.0 

8.3 

21.1 

1.8 

7.5 

17.9 

36.8 

8.8 

9.9 

0.0 

11.2 

0.0 

12.0 

15.8 

4.5 

10.0 

12.5 

10.5 

17.6 

7.8 

0.0 

8.8 

20.0 

10.2 

7.9 

12.7 

15.0 

8.9 

0.0 

23.5 

9.2 

0.0 

5.6 

20.0 

13.9 

7.9 

14.9 

10.0 

5.4 

0.0 

5.9 

4.1 

0.0 

3.2 

10.0 

4.6 

2.6 

6.8 

15.0 

1.8 

0.0 

0.0 

13.3 

9.1 

4.0 

10.0 

7.4 

2.6 

7.7 

15.0 

0.0 

0.0 

2.9 

10.6 

63.6 

2.4 

0.0 

1.9 

5.3 

2.7 

2.5 

0.0 

5.3 

0.0 

41.0 

25.0 

46.8 

30.0 

41.7 

36.8 

48.9 

25.0 

53.6 

47.4 

41.2 

居宅介護支援

(n=293)

介護予防支援

(n=44)

訪問介護

(n=250)

訪問入浴介護
(n=10)

訪問看護

(n=108)

訪問リハビリテーション

(n=38)

通所介護

(n=221)

通所リハビリテーション

(n=40)

短期入所生活介護

(n=56)

短期入所療養介護

(n=19)

特定施設入居者生活介護

(n=34)

(%)
0 20 40 60 80 100

１～19人 20～39人 40～59人 60～79人 80～99人 100～149人 150人以上 無回答

35.3 

33.3 

23.8 

57.5 

25.0 

20.0 

12.0 

12.5 

12.0 

33.3 

0.0 

28.6 

13.7 

25.0 

20.0 

26.5 

75.0 

56.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

25.0 

0.0 

12.0 

0.0 

0.0 

0.0 

33.3 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

3.6 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

20.0 

4.8 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

33.3 

0.0 

0.0 

12.5 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

31.4 

0.0 

47.6 

28.8 

12.5 

40.0 

41.0 

12.5 

32.0 

小規模多機能型居宅介護
(n=51)

夜間対応型訪問介護
(n=3)

認知症対応型通所介護
(n=21)

認知症対応型共同生活介護
(n=73)

定期巡回・随時対応型
訪問介護看護(n=8)

看護小規模多機能型居宅介護
(n=5)

地域密着型通所介護
(n=83)

地域密着型特定施設
入居者生活介護(n=8)

地域密着型介護老人福祉施設
入所者生活介護(n=25)

(%)
0 20 40 60 80 100

１～19人 20～39人 40～59人 60～79人 80～99人 100～149人 150人以上 無回答
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【図 2-1-4 提供サービスの種類別 サービスの利用者数（施設サービス）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 2-1-5 提供サービスの種類別 サービスの利用者数（総合事業）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

3.6 

0.0 

0.0 

20.0 

0.0 

33.3 

33.3 

8.0 

7.1 

16.7 

0.0 

14.0 

7.1 

16.7 

0.0 

10.0 

17.9 

16.7 

33.3 

4.0 

7.1 

0.0 

33.3 

42.0 

57.1 

16.7 

0.0 

介護老人福祉施設
(n=50)

介護老人保健施設
(n=28)

介護療養病床（介護療養型
医療施設）(n=6)

介護医療院
(n=3)

(%)
0 20 40 60 80 100

１～19人 20～39人 40～59人 60～79人 80～99人 100～149人 150人以上 無回答

52.7 

56.5 

33.3 

35.1 

54.5 

0.0 

7.1 

6.5 

0.0 

7.0 

18.2 

0.0 

1.8 

0.0 

8.3 

4.9 

9.1 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

3.2 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.5 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

1.1 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

38.4 

37.1 

58.3 

48.1 

18.2 

100.0 

介護型ヘルプサービス

(n=112)

生活支援型ヘルプサービス

(n=62)

支え合い型ヘルプサービス

(n=12)

介護予防型デイサービス
(n=185)

短時間型デイサービス
(n=11)

短期集中運動型デイサービス

(n=2)

(%)
0 20 40 60 80 100

１～19人 20～39人 40～59人 60～79人 80～99人 100～149人 150人以上 無回答
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（２）月平均の利用者数 

問３－２ 貴事業所における平成30年４月から平成31年３月までの月平均の利用者数について

御記入ください。（問３の①で定員を御記入いただいた方のみ御回答ください。） 

 

 月平均の利用者数（定員の設定があるサービスのみ） 

【図 2-2 提供サービスの種類別 月平均の利用者数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

10.0 

15.0 

26.8 

15.8 

14.7 

51.0 

33.3 

72.6 

20.0 

22.9 

50.0 

16.0 

2.0 

0.0 

0.0 

0.0 

23.2 

63.6 

0.0 

15.8 

15.0 

16.1 

15.8 

23.5 

31.4 

33.3 

15.1 

40.0 

18.1 

50.0 

64.0 

2.0 

7.1 

0.0 

0.0 

13.5 

18.2 

50.0 

9.0 

17.5 

23.2 

0.0 

35.3 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

13.3 

0.0 

0.0 

22.0 

3.6 

50.0 

33.3 

5.4 

0.0 

0.0 

12.7 

12.5 

8.9 

0.0 

8.8 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

6.0 

0.0 

0.0 

18.0 

10.7 

0.0 

0.0 

7.6 

0.0 

0.0 

11.8 

12.5 

5.4 

0.0 

2.9 

0.0 

0.0 

0.0 

20.0 

2.4 

0.0 

0.0 

18.0 

28.6 

0.0 

0.0 

9.2 

0.0 

50.0 

14.9 

5.0 

1.8 

0.0 

2.9 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

9.6 

0.0 

0.0 

12.0 

10.7 

33.3 

33.3 

7.6 

0.0 

0.0 

11.8 

7.5 

3.6 

5.3 

0.0 

5.9 

14.3 

0.0 

0.0 

8.4 

0.0 

8.0 

14.0 

21.4 

0.0 

33.3 

16.8 

9.1 

0.0 

14.0 

15.0 

14.3 

63.2 

11.8 

11.8 

19.0 

12.3 

20.0 

19.3 

0.0 

12.0 

12.0 

17.9 

16.7 

0.0 

16.8 

9.1 

0.0 

通所介護

(n=221)

通所リハビリテーション

(n=40)

短期入所生活介護
(n=56)

短期入所療養介護
(n=19)

特定施設入居者生活介護
(n=34)

小規模多機能型居宅介護
(n=51)

認知症対応型通所介護
(n=21)

認知症対応型共同生活介護
(n=73)

看護小規模多機能型居宅介護
(n=5)

地域密着型通所介護
(n=83)

地域密着型特定施設入居者

生活介護(n=8)

地域密着型介護老人福祉施設
入所者生活介護(n=25)

介護老人福祉施設

(n=50)

介護老人保健施設

(n=28)

介護療養病床（介護療養型

医療施設）(n=6)

介護医療院

(n=3)

（総合事業）介護予防型

デイサービス(n=185)

（総合事業）短時間型

デイサービス(n=11)

（総合事業）短期集中運動型

デイサービス(n=2)

(%)
0 20 40 60 80 100

１～19人 20～39人 40～59人 60～79人 80～99人 100～149人 150人以上 無回答
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（３）要介護度別・居住地別の利用者数 

問４ 問３②の利用者数について，要介護度別・居住地別の人数を御記入ください。 

【図 2-3 要介護度別・居住地別の利用者数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※実人数を基にした割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要介護度別に利用者数をみると，要介護度にかかわらず「事業所が位置する日常生活圏域内」

が最も多くなっています。しかし，要介護度が重度になるほど「事業所が位置する行政区内」

や「市内の行政区」の割合が高くなる傾向にあります。（図2-3） 

 

  

84.6 

80.8 

79.9 

61.9 

57.7 

48.8 

43.6 

37.3 

7.7 

14.9 

15.5 

25.2 

26.7 

29.4 

30.5 

32.8 

7.7 

3.7 

3.8 

11.1 

14.1 

19.2 

22.7 

26.2 

0.0 

0.6 

0.7 

1.9 

1.6 

2.6 

3.3 

3.7 

事業対象者

要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

(%)
0 20 40 60 80 100

事業所が位置する日常生活圏域内

事業所が位置する行政区内

市内の行政区

他の市町村

（人）

事業所が位置する
日常生活圏域内

事業所が位置する
行政区内

（左記を除く）
市内の行政区 他の市町村 合計

事業対象者 252 23 23 0 298

要支援１ 3,583 663 162 28 4,436

要支援２ 6,525 1,269 313 56 8,163

要介護１ 7,293 2,967 1,306 220 11,786

要介護２ 9,496 4,390 2,317 263 16,466

要介護３ 5,639 3,400 2,222 298 11,559

要介護４ 3,326 2,324 1,732 250 7,632

要介護５ 2,280 2,003 1,604 228 6,115

合計 38,394 17,039 9,679 1,343 66,455
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前回調査と比較すると，各要介護度で「事業所が位置する日常生活圏域内」の割合は低くな

り，「事業所が位置する行政区内」の割合が高くなっています。（図2-3-1） 

【図 2-3-1 経年比較 要介護度別・居住地別の利用者数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※実人数を基にした割合 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜前回調査＞ （人）

事業所が位置する
日常生活圏域内

事業所が位置する
行政区内

（左記を除く）
市内の行政区 他の市町村 合計

要支援１ 6,427 913 274 64 7,678

要支援２ 10,367 1,720 573 119 12,779

要介護１ 10,502 4,521 1,665 325 17,013

要介護２ 14,407 6,192 2,840 458 23,897

要介護３ 9,552 4,252 2,425 468 16,697

要介護４ 5,990 2,898 1,978 365 11,231

要介護５ 5,043 2,272 1,751 517 9,583

合計 62,288 22,768 11,506 2,316 98,878
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83.7 

79.9 

81.1 

61.9 

61.7 

57.7 

60.3 

48.8 

57.2 

43.6 

53.3 

37.3 

52.6 

57.8 

63.0 

14.9 

11.9 

15.5 

13.5 

25.2 

26.6 

26.7 

25.9 

29.4 

25.5 

30.5 

25.8 

32.8 

23.7 

25.6 

23.0 

3.7 

3.6 

3.8 

4.5 

11.1 

9.8 

14.1 

11.9 

19.2 

14.5 

22.7 

17.6 

26.2 

18.3 

14.6 

11.6 

0.6 

0.8 

0.7 

0.9 

1.9 

1.9 

1.6 

1.9 

2.6 

2.8 

3.3 

3.2 

3.7 

5.4 

2.0 

2.3 

要支援１ 今回調査

前回調査

要支援２ 今回調査

前回調査

要介護１ 今回調査

前回調査

要介護２ 今回調査

前回調査

要介護３ 今回調査

前回調査

要介護４ 今回調査

前回調査

要介護５ 今回調査

前回調査

合計 今回調査

前回調査

(%)
0 20 40 60 80 100

事業所が位置する日常生活圏域内

事業所が位置する行政区内 市内の行政区
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居宅サービスの利用者数をみると，要介護度にかかわらず「事業所が位置する日常生活圏域

内」が最も多くなっており，要支援１，２は８割台，要介護１，２は６割台，要介護３，４は

５割台，要介護５は49.9％を占めています。しかし，要介護度が重度になるほど「事業所が位

置する行政区内」や「市内の行政区」の割合が高くなる傾向にあります。（図2-3-2） 

【図 2-3-2 要介護度別・居住地別の利用者数（居宅サービス）】 
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前回調査と比較すると，要介護３以降では「事業所が位置する日常生活圏域内」の割合は低

くなり，「事業所が位置する行政区内」の割合が高くなっています。（図2-3-3） 

【図 2-3-3 経年比較 要介護度別・居住地別の利用者数（居宅サービス）】 
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地域密着型サービスの利用者数をみると，要介護度にかかわらず「事業所が位置する日常生

活圏域内」が最も多くなっていますが，要介護度が重度になるほど割合が低くなる傾向にあり，

「市内の行政区」の割合が高くなる傾向にあります。（図2-3-4） 

【図 2-3-4 要介護度別・居住地別の利用者数（地域密着型サービス）】 
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前回調査と比較すると，要支援１以外の各要介護度で「事業所が位置する日常生活圏域内」

の割合は低くなっており，「事業所が位置する行政区内」の割合が高くなっています。（図2-3-5） 

【図 2-3-5 経年比較 要介護度別・居住地別の利用者数（地域密着型サービス）】 
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施設サービスの利用者数をみると，要介護１，２は「市内の行政区」が最も多く，要介護３，

４は「事業所が位置する行政区内」が最も多くなっており，要介護５ではそれら２項目が僅差

で多くなっています。また，「事業所が位置する日常生活圏域内」では要介護４の割合が21.4％

と他の要介護度に比べて高い割合になっています。（図2-3-6） 

【図 2-3-6 要介護度別・居住地別の利用者数（施設サービス）】 
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前回調査と比較すると，要介護度にかかわらず「事業所が位置する日常生活圏域内」の割合

は大幅に低くなっており，「事業所が位置する行政区内」と「市内の行政区」の割合が大幅に高

くなっています。（図2-3-7） 

【図 2-3-7 経年比較 要介護度別・居住地別の利用者数（施設サービス）】 
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総合事業の利用者数をみると，要介護度にかかわらず「事業所が位置する日常生活圏域内」

が５～６割台を占めています。また，事業対象者は「市内の行政区」の割合が要支援１，２に

比べて高くなっており，要支援１，２では「事業所が位置する行政区内」の割合が事業対象者

に比べて高くなっています。（図2-3-8） 

【図 2-3-8 要介護度別・居住地別の利用者数（総合事業）】 
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（４）認知症高齢者の日常生活自立度別・居住地別の利用者数 

問４－２ 問３②の利用者数について，認知症高齢者の日常生活自立度別・居住地別の人数を御

記入ください。 

【図 2-4 認知症高齢者の日常生活自立度別・居住地別の利用者数】 
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認知症高齢者の日常生活自立度別で利用者数をみると，認知症の程度にかかわらず「事業所

が位置する日常生活圏域内」が最も多くなっています。しかし，認知症の程度が重度になるほ

ど「市内の行政区」の割合が高くなる傾向がみられます。（図2-4） 
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前回調査と比較すると，「事業所が位置する行政区内」は，自立やⅠ，Ⅱａの割合が高くなっ

ていますが，Ⅱｂ以降の割合は低くなっています。また，いずれも「市内の行政区」の割合が

高くなっています。（図2-4-1） 

【図 2-4-1 経年比較 認知症高齢者の日常生活自立度別・居住地別の利用者数】 
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居宅サービスの利用者数をみると，認知症の程度にかかわらず「事業所が位置する日常生活

圏域内」が最も多くなっています。しかし，認知症の程度が重度になるほど「市内の行政区」

の割合が高くなる傾向がみられます。（図2-4-2） 

【図 2-4-2 認知症高齢者の日常生活自立度別・居住地別の利用者数（居宅サービス）】 
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前回調査と比較すると，自立やⅠ，Ⅱａでは「事業所が位置する日常生活圏域内」の割合が

低くなっています。また，認知症の程度にかかわらず「市内の行政区」の割合が高くなってい

ます。（図2-4-3） 

【図 2-4-3 経年比較 認知症高齢者の日常生活自立度別・居住地別の利用者数（居宅サービス）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※実人数を基にした割合 

 

 

 

 

  

＜前回調査＞ （人）

事業所が位置する
日常生活圏域内

事業所が位置する
行政区内

（左記を除く）
市内の行政区 他の市町村 合計

自立 11,217 3,283 1,126 590 16,216

Ⅰ 10,517 3,690 1,099 286 15,592

Ⅱａ 5,660 2,283 882 187 9,012

Ⅱｂ 4,882 2,612 968 279 8,741

Ⅲａ 3,377 1,814 724 219 6,134

Ⅲｂ 1,436 729 359 77 2,601

Ⅳ 1,166 720 355 83 2,324

Ｍ 887 486 545 1,422 3,340

合計 39,142 15,617 6,058 3,143 63,960

65.9 

69.2 

63.1 

67.5 

58.0 

62.8 

57.2 

55.9 

55.6 

55.1 

56.2 

55.2 

52.4 

50.2 

50.9 

26.6 

60.5 

61.2 

22.9 

20.2 

23.4 

23.7 

27.1 

25.3 

26.9 

29.9 

26.9 

29.6 

26.9 

28.0 

28.3 

31.0 

26.1 

14.6 

25.1 

24.4 

8.3 

6.9 

10.4 

7.0 

13.0 

9.8 

13.7 

11.1 

15.4 

11.8 

14.9 

13.8 

16.4 

15.3 

21.2 

16.3 

11.9 

9.5 

2.9 

3.6 

3.1 

1.8 

1.9 

2.1 

2.2 

3.2 

2.1 

3.6 

2.0 

3.0 

2.9 

3.6 

1.8 

42.6 

2.6 

4.9 

自立 今回調査

前回調査

Ⅰ 今回調査

前回調査

Ⅱａ 今回調査

前回調査

Ⅱｂ 今回調査

前回調査

Ⅲａ 今回調査

前回調査

Ⅲｂ 今回調査

前回調査

Ⅳ 今回調査

前回調査

Ｍ 今回調査

前回調査

合計 今回調査

前回調査

(%)
0 20 40 60 80 100

事業所が位置する日常生活圏域内 事業所が位置する行政区内

市内の行政区

他の市町村



- 介護サービス事業者調査の結果 - 

449 

地域密着型サービスの利用者数をみると，認知症の程度にかかわらず「事業所が位置する日

常生活圏域内」が最も多くなっています。また，Ⅱａでは「事業所が位置する行政区内」が，

Ⅲｂでは「市内の行政区」が，それぞれ他に比べて高い割合になっています。（図2-4-4） 

【図 2-4-4 認知症高齢者の日常生活自立度別・居住地別の利用者数（地域密着型サービス）】 
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前回調査と比較すると，認知症の程度にかかわらず「事業所が位置する日常生活圏域内」の

割合は低くなっており，「事業所が位置する行政区内」の割合が高くなっています。（図2-4-5） 

【図 2-4-5 経年比較 認知症高齢者の日常生活自立度別・居住地別の利用者数（地域密着型サービス）】 
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施設サービスの利用者数をみると，自立とⅠは「事業所が位置する日常生活圏域内」が最も

多くなっています。Ⅱａは「市内の行政区」，Ⅱｂは「事業所が位置する行政区内」が最も多い

ですが，「他の市町村」の割合が他に比べ高くなっています。Ⅲａでは「事業所が位置する行政

区内」が最も多く，Ⅲｂでは「市内の行政区」が最も多いが僅差で「事業所が位置する行政区

内」も多くなっています。Ⅳでは「市内の行政区」が最も多く，Ｍは「事業所が位置する日常

生活圏域内」と「事業所が位置する行政区内」が同率で最も多くなっています。（図2-4-6） 

【図 2-4-6 認知症高齢者の日常生活自立度別・居住地別の利用者数（施設サービス）】 
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前回調査と比較すると，「事業所が位置する日常生活圏域内」では，自立とⅠの割合が高くな

っており，Ⅱａ～Ⅳの割合は低くなっています。また，自立とⅠは「事業所が位置する行政区

内」の割合は低くなっており，Ⅱａ～Ⅳでは「他の市町村」の割合が高くなっています。（図2-4-7） 

【図 2-4-7 経年比較 認知症高齢者の日常生活自立度別・居住地別の利用者数（施設サービス）】 
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総合事業の利用者数をみると，認知症の程度にかかわらず「事業所が位置する日常生活圏域

内」が最も多く，なかでもⅢｂが高い割合になっています。（図2-4-8） 

【図 2-4-8 認知症高齢者の日常生活自立度別・居住地別利用者人数（総合事業）】 
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（５）利用者の確保状況 

問５ 貴事業所における利用者の確保状況について，３年前と比較して変化がある場合は，その

違いについてお答えください。 

【図 2-5 提供サービスの種類別 利用者の確保状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「総合事業」は，平成29年度に新設したサービスのため省略 

 

３年前と比較した場合の利用者の確保状況を，提供サービスの種類別でみると，居宅サービ

スと地域密着型サービスは「変わらない」が最も多くなっています。施設サービスでは「変わ

らない」と「比較的困難になった」が同率で最も多く，「比較的困難になった」と「困難になっ

た」が他のサービスに比べて高い割合になっています。（図2-5） 

 

 

（６）３年後の利用者の確保状況の見通し 
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【図 2-6 提供サービスの種類別 ３年後の利用者の確保状況の見通し】 
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 施設・居住系サービス事業者の方にお伺いします（問７～問 10） 

（７）入所期間別の入所者数 

問７ 入所（入居）期間別の入所（入居）者数について御記入ください。（令和元年 11 月１日現

在入所（入居）中の利用者についてお答えください） 

【図2-7-1 経年比較 入所期間別の入所者数（特定施設入居者生活介護＋地域密着型特定施設入居者生活介護）】 
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特定施設入居者生活介護（地域密着型特定施設入居者生活介護を含む）の入所者の入所期間

をみると，「３年以上」が41.7％で最も多くなっています。 

前回調査と比較すると，「３年以上」の割合が5.7ポイント高くなっています。（図2-7-1） 

 

 

【図 2-7-2 経年比較 入所期間別の入所者数（認知症対応型共同生活介護）】 
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認知症対応型共同生活介護の入所者の入所期間をみると，「３年以上」が42.7％で最も多くな

っています。 

前回調査と比較すると，「３年以上」の割合が11.6ポイント高くなっています。（図2-7-2） 
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【図 2-7-3 経年比較 入所期間別の入所者数（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護）】 

 

 

 

 

 

 

 

※実人数を基にした割合 

 

 

 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の入所者の入所期間をみると，「１年以上２年未

満」が25.5％で最も多く，僅差で「３年以上」が25.1％となっています。 

前回調査と比較すると，「３箇月以上６箇月未満」の割合が7.4ポイント，「６箇月以上１年未

満」の割合が7.2ポイント高くなっており，「２年以上３年未満」の割合は8.9ポイント低くなっ

ています。（図2-7-3） 

 

 

【図 2-7-4 経年比較 入所期間別の入所者数（介護老人福祉施設）】 

 

 

 

 

 

 

 

※実人数を基にした割合 

 

 

 

介護老人福祉施設の入所者の入所期間をみると，「３年以上」が40.9％で最も多くなっていま

す。 

前回調査と比較すると，「３年以上」の割合は5.3ポイント低くなっています。（図2-7-4） 
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【図 2-7-5 経年比較 入所期間別の入所者数（介護老人保健施設）】 

 

 

 

 

 

 

 

※実人数を基にした割合 

 

 

 

介護老人保健施設の入所者の入所期間をみると，「３箇月未満」が26.9％で最も多くなってい

ます。 

前回調査と比較すると，「１年以上２年未満」の割合は3.7ポイント低くなっており，「３年以

上」の割合が5.0ポイント高くなっています。（図2-7-5） 

 

 

【図 2-7-6 経年比較 入所期間別の入所者数（介護療養病床(介護療養型医療施設)）】 

 

 

 

 

 

 

 

※実人数を基にした割合 

 

 

 

介護療養病床（介護療養型医療施設）の入所者の入所期間をみると，「３年以上」が24.6％で

最も多くなっています。 

前回調査と比較すると，「３箇月未満」の割合が10.3ポイント，「３箇月以上６箇月未満」の

割合が4.7ポイント高くなっており，「２年以上３年未満」の割合は6.4ポイント，「３年以上」

の割合は6.7ポイント低くなっています。（図2-7-6） 
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【図 2-7-7 入所期間別の入所者数（介護医療院)）】 

 

 

 

 

 

※実人数を基にした割合 

※転換前の介護療養病床における入所期間を含む 

 

 

 

介護医療院の入所者の入所期間をみると，「３年以上」が41.8％で最も多くなっています。（図

2-7-7） 

 

 

 

（８）申込から入所までの期間 

問７-２ 入所（入居）申込から入所（入居）までの期間を御記入ください。（令和元年 11 月１

日現在入所（入居）中の利用者についてお答えください） 

【図2-8-1 経年比較 申込から入所までの期間（特定施設入居者生活介護＋地域密着型特定施設入居者生活介護）】 

 

 

 

 

 

 

 

※実人数を基にした割合 

 

 

 

特定施設入居者生活介護（地域密着型特定施設入居者生活介護を含む）の入所者の，申込か

ら入所までの期間をみると，「１箇月未満」が39.9％で最も多くなっています。 

前回調査と比較すると，「１箇月未満」の割合は15.0ポイント，「１年以上」の割合は12.2ポ

イント低くなっており，「１箇月以上３箇月未満」の割合が16.1ポイント高くなっています。（図

2-8-1） 
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【図 2-8-2 経年比較 申込から入所までの期間（認知症対応型共同生活介護）】 

 

 

 

 

 

 

 

※実人数を基にした割合 

 

 

 

認知症対応型共同生活介護の入所者の，申込から入所までの期間をみると，「１箇月未満」が

51.3％で最も多くなっています。 

前回調査と比較すると，「１箇月未満」の割合が12.3ポイント高くなっており，「１箇月以上

３箇月未満」の割合は16.5ポイント低くなっています。（図2-8-2） 

 

 

【図 2-8-3 経年比較 申込から入所までの期間（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護）】 

 

 

 

 

 

 

 

※実人数を基にした割合 

 

 

 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の入所者の，申込から入所までの期間をみると，

「３箇月以上６箇月未満」が28.3％で最も多くなっています。 

前回調査と比較すると，「１箇月未満」の割合は7.0ポイント低くなっており，「１箇月以上３

箇月未満」の割合が7.6ポイント，「６箇月以上１年未満」の割合が5.7ポイント高くなっていま

す。（図2-8-3） 
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【図 2-8-4 経年比較 申込から入所までの期間（介護老人福祉施設）】 

 

 

 

 

 

 

 

※実人数を基にした割合 

 

 

 

介護老人福祉施設の入所者の，申込から入所までの期間をみると，「１年以上」が36.7％で最

も多くなっています。 

前回調査と比較すると，「１年以上」の割合は5.0ポイント低くなっています。（図2-8-4） 

 

 

【図 2-8-5 経年比較 申込から入所までの期間（介護老人保健施設）】 

 

 

 

 

 

 

 

※実人数を基にした割合 

 

 

 

介護老人保健施設の入所者の，申込から入所までの期間をみると，「１箇月未満」が55.4％で

最も多くなっています。 

前回調査と比較すると，「３箇月以上６箇月未満」の割合が6.3ポイント高くなっています。

（図2-8-5） 
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【図 2-8-6 経年比較 申込から入所までの期間（介護療養病床(介護療養型医療施設)）】 

 

 

 

 

 

 

 

※実人数を基にした割合 

 

 

 

介護療養病床（介護療養型医療施設）の入所者の，申込から入所までの期間をみると，「１箇

月以上３箇月未満」が42.2％で最も多くなっています。 

前回調査と比較すると，「１箇月未満」の割合は53.5ポイント低くなっており，「１箇月以上

３箇月未満」の割合が31.3ポイント，「３箇月以上６箇月未満」の割合が18.9ポイント高くなっ

ています。（図2-8-6） 

 

 

【図 2-8-7 申込から入所までの期間（介護医療院）】 

 

 

 

 

 

 

※実人数を基にした割合 

 

 

 

介護医療院の入所者の，申込から入所までの期間をみると，「１箇月未満」が89.7％で最も多

くなっています。（図2-8-7） 
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（９）入所前の居所について 

問８ 入所（入居）前の居所について御記入ください。（平成 30年 11 月１日から令和元年 10 月

31 日までの入所（入居）者についてお答えください） 

【図 2-9-1 経年比較 入所前の居所（特定施設入居者生活介護＋地域密着型特定施設入居者生活介護）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※実人数を基にした割合 

 

特定施設入居者生活介護（地域密着型特定施設入居者生活介護を含む）の入所者の，入所前

の居場所をみると，「居宅（一人暮らし）」が29.5％で最も多く，次いで「居宅（家族と同居）」

が26.4％，「医療療養病床（病院）」が20.1％となっています。 

前回調査と比較すると，「居宅（一人暮らし）」の割合は5.5ポイント低くなっており，「居宅

（家族と同居）」の割合が5.7ポイント，「サービス付き高齢者向け住宅」の割合が3.6ポイント，

「医療療養病床（病院）」の割合が3.0ポイント高くなっています。（図2-9-1） 
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【図 2-9-2 経年比較 入所前の居所（認知症対応型共同生活介護）】 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※実人数を基にした割合 

 

認知症対応型共同生活介護の入所者の，入所前の居場所をみると，「居宅（一人暮らし）」が

36.4％で最も多く，次いで「居宅（家族と同居）」が29.6％，「介護老人保健施設」が9.4％とな

っています。 

前回調査と比較すると，「居宅（一人暮らし）」の割合が3.4ポイント高くなっており，「居宅

（家族と同居）」の割合は2.2ポイント，「介護老人保健施設」の割合は2.9ポイント，「医療療養

病床（病院）」の割合は4.4ポイント低くなっています。（図2-9-2） 
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その他

(%)

今回調査 前回調査

（人）

今回調査

居宅（一人暮らし） 317

居宅（家族と同居） 258

養護老人ホーム 0

軽費老人ホーム・ケアハウス 9

有料老人ホーム 8

サービス付き高齢者向け住宅 23

認知症対応型共同生活介護 33

介護老人福祉施設 13

介護老人保健施設 82

介護療養病床（病院） 28

医療療養病床（病院） 55

介護医療院 7

その他 38

合計 871
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【図 2-9-3 経年比較 入所前の居所（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※実人数を基にした割合 

 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の入所者の，入所前の居場所をみると，「居宅（家

族と同居）」が31.6％で最も多く，次いで「介護老人保健施設」が21.9％，「居宅（一人暮らし）」

が14.9％となっています。 

前回調査と比較すると，「居宅（一人暮らし）」の割合は5.3ポイント，「居宅（家族と同居）」

の割合は11.3ポイント低くなっており，「介護老人保健施設」の割合が5.6ポイント高くなって

います。（図2-9-3） 
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(%)

今回調査 前回調査

（人）

今回調査

居宅（一人暮らし） 58

居宅（家族と同居） 123

養護老人ホーム 1

軽費老人ホーム・ケアハウス 6

有料老人ホーム 11

サービス付き高齢者向け住宅 14

認知症対応型共同生活介護 8

介護老人福祉施設 6

介護老人保健施設 85

介護療養病床（病院） 13

医療療養病床（病院） 37

介護医療院 0

その他 27

合計 389
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【図 2-9-4 経年比較 入所前の居所（介護老人福祉施設）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※実人数を基にした割合 

 

介護老人福祉施設の入所者の，入所前の居場所をみると，「介護老人保健施設」が34.6％で最

も多く，次いで「居宅（家族と同居）」が23.4％，「居宅（一人暮らし）」が17.6％となっていま

す。 

前回調査と比較すると，「医療療養病床（病院）」の割合は4.4ポイント低くなっています。な

お，上位３項目には，大きな変化はみられません。（図2-9-4） 

  

（人）

今回調査

居宅（一人暮らし） 330

居宅（家族と同居） 439

養護老人ホーム 39

軽費老人ホーム・ケアハウス 27

有料老人ホーム 25

サービス付き高齢者向け住宅 40

認知症対応型共同生活介護 40

介護老人福祉施設 47

介護老人保健施設 651

介護療養病床（病院） 86

医療療養病床（病院） 133

介護医療院 10

その他 12

合計 1,879
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【図 2-9-5 経年比較 入所前の居所（介護老人保健施設）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※実人数を基にした割合 

 

介護老人保健施設の入所者の，入所前の居場所をみると，「居宅（家族と同居）」が35.5％で

最も多く，次いで「その他」が25.3％，「医療療養病床（病院）」が21.8％となっています。 

前回調査と比較すると，「居宅（一人暮らし）」の割合が4.7ポイント，「居宅（家族と同居）」

の割合が7.8ポイント，「その他」の割合が15.1ポイント高くなっており，「医療療養病床（病院）」

の割合は29.5ポイント低くなっています。（図2-9-5） 

  

（人）

今回調査

居宅（一人暮らし） 322

居宅（家族と同居） 913

養護老人ホーム 0

軽費老人ホーム・ケアハウス 2
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サービス付き高齢者向け住宅 28

認知症対応型共同生活介護 14

介護老人福祉施設 3

介護老人保健施設 35
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その他 652

合計 2,574
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【図 2-9-6 経年比較 入所前の居所（介護療養病床(介護療養型医療施設)）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※実人数を基にした割合 

 

介護療養病床（介護療養型医療施設）の入所者の，入所前の居場所をみると，「その他」が71.1％

で最も多く，次いで「医療療養病床（病院）」が11.0％，「介護療養病床（病院）」が7.4％とな

っています。 

前回調査と比較すると，「介護老人福祉施設」の割合が2.7ポイント，「その他」の割合が38.6

ポイント高くなっており，「医療療養病床（病院）」の割合は44.0ポイント低くなっています。

（図2-9-6） 

  

（人）

今回調査

居宅（一人暮らし） 0

居宅（家族と同居） 12

養護老人ホーム 1

軽費老人ホーム・ケアハウス 5

有料老人ホーム 3

サービス付き高齢者向け住宅 2
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介護老人福祉施設 18
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介護療養病床（病院） 37
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介護医療院 0

その他 357

合計 502
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【図 2-9-7 入所前の居所（介護医療院）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※実人数を基にした割合 

 

介護医療院の入所者の，入所前の居場所をみると，「その他」が64.8％で最も多く，次いで「医

療療養病床（病院）」が32.8％，「介護療養病床（病院）」が1.6％となっています。（図2-9-7） 

  

（人）

今回調査

居宅（一人暮らし） 0

居宅（家族と同居） 0

養護老人ホーム 0

軽費老人ホーム・ケアハウス 0

有料老人ホーム 0

サービス付き高齢者向け住宅 0
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介護老人保健施設 0

介護療養病床（病院） 2

医療療養病床（病院） 40

介護医療院 0

その他 79

合計 122
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（10）退所後の居所等について 

問８-２ 退所（退居）後の居所等について御記入ください。（平成 30年 11 月１日から令和元年

10 月 31 日までの退所（退居）者についてお答えください） 

【図 2-10-1 経年比較 退所後の居所等（特定施設入居者生活介護＋地域密着型特定施設入居者生活介護）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※実人数を基にした割合 

特定施設入居者生活介護（地域密着型特定施設入居者生活介護を含む）の入所者の，退所後

の居所等をみると，「死亡」が56.6％で最も多く，次いで「医療療養病床（病院）」が14.6％，

「介護老人福祉施設」が4.5％となっています。 

前回調査と比較すると，「医療療養病床（病院）」の割合は6.1ポイント，「死亡」の割合は3.8

ポイント低くなっています。（図2-10-1）  

（人）

今回調査

居宅（一人暮らし） 5

居宅（家族と同居） 6

養護老人ホーム 5

軽費老人ホーム・ケアハウス 1

有料老人ホーム 5

サービス付き高齢者向け住宅 5

認知症対応型共同生活介護 3

介護老人福祉施設 13

介護老人保健施設 3

介護療養病床（病院） 6

医療療養病床（病院） 42

介護医療院 2

死亡 163

その他 2

未定 27

合計 288
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【図 2-10-2 経年比較 退所後の居所等（認知症対応型共同生活介護）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※実人数を基にした割合 

 

認知症対応型共同生活介護の入所者の，退所後の居所等をみると，「死亡」が35.4％で最も多

く，次いで「医療療養病床（病院）」が17.9％，「居宅（家族と同居）」が10.6％となっています。 

前回調査と比較すると，「居宅（家族と同居）」の割合が7.1ポイント，「介護療養病床（病院）」

の割合が2.2ポイント，「その他」の割合が5.4ポイント高くなっており，「養護老人ホーム」と

「介護老人福祉施設」の割合はともに2.9ポイント，「医療療養病床（病院）」の割合は4.9ポイ

ント，「死亡」の割合は13.7ポイント低くなっています。（図2-10-2） 
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（人）

今回調査

居宅（一人暮らし） 0

居宅（家族と同居） 29

養護老人ホーム 5

軽費老人ホーム・ケアハウス 1

有料老人ホーム 2

サービス付き高齢者向け住宅 0

認知症対応型共同生活介護 4

介護老人福祉施設 13

介護老人保健施設 9

介護療養病床（病院） 14

医療療養病床（病院） 49

介護医療院 1

死亡 97

その他 18

未定 32

合計 274
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【図 2-10-3 経年比較 退所後の居所等（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※実人数を基にした割合 

 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の入所者の，退所後の居所等をみると，「死亡」

が62.6％で最も多く，次いで「医療療養病床（病院）」が18.7％，「介護療養病床（病院）」が5.5％

となっています。 

前回調査と比較すると，「居宅（一人暮らし）」の割合は4.1ポイント，「居宅（家族と同居）」

の割合は5.2ポイント，「介護療養病床（病院）」の割合は2.7ポイント低くなっており，「医療療

養病床（病院）」の割合が3.6ポイント，「死亡」の割合が2.3ポイント，「その他」の割合が2.8

ポイント高くなっています。（図2-10-3） 
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（人）

今回調査

居宅（一人暮らし） 0

居宅（家族と同居） 4

養護老人ホーム 0

軽費老人ホーム・ケアハウス 0

有料老人ホーム 1

サービス付き高齢者向け住宅 1

認知症対応型共同生活介護 0

介護老人福祉施設 0

介護老人保健施設 1

介護療養病床（病院） 5

医療療養病床（病院） 17

介護医療院 0

死亡 57

その他 5

未定 0

合計 91
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【図 2-10-4 経年比較 退所後の居所等（介護老人福祉施設）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※実人数を基にした割合 

 

介護老人福祉施設の入所者の，退所後の居所等をみると，「死亡」が69.3％で最も多く，次い

で「医療療養病床（病院）」が14.8％，「介護療養病床（病院）」が9.8％となっています。 

前回調査と比較すると，「介護療養病床（病院）」の割合が7.8ポイント高くなっており，「医

療療養病床（病院）」の割合は7.4ポイント，「死亡」の割合は2.8ポイント低くなっています。

（図2-10-4） 
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今回調査

居宅（一人暮らし） 2

居宅（家族と同居） 5
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軽費老人ホーム・ケアハウス 0
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サービス付き高齢者向け住宅 0

認知症対応型共同生活介護 1
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介護老人保健施設 0
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その他 8

未定 0

合計 742
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【図 2-10-5 経年比較 退所後の居所等（介護老人保健施設）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※実人数を基にした割合 

 

介護老人保健施設の入所者の，退所後の居所等をみると，「居宅（家族と同居）」が29.6％で

最も多く，次いで「その他」が21.1％，「医療療養病床（病院）」が12.4％，「居宅（一人暮らし）」

が12.3％となっています。 

前回調査と比較すると，「居宅（一人暮らし）」の割合が4.1ポイント，「死亡」の割合が2.6

ポイント，「その他」の割合が6.1ポイント高くなっており，「居宅（家族と同居）」の割合は5.9

ポイント，「医療療養病床（病院）」の割合は8.2ポイント低くなっています。（図2-10-5） 

  

（人）

今回調査

居宅（一人暮らし） 306

居宅（家族と同居） 735

養護老人ホーム 28

軽費老人ホーム・ケアハウス 2

有料老人ホーム 60

サービス付き高齢者向け住宅 22

認知症対応型共同生活介護 39

介護老人福祉施設 242

介護老人保健施設 49

介護療養病床（病院） 31

医療療養病床（病院） 308

介護医療院 3

死亡 131

その他 523

未定 0

合計 2,479
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【図 2-10-6 経年比較 退所後の居所等（介護療養病床(介護療養型医療施設)）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※実人数を基にした割合 

 

介護療養病床（介護療養型医療施設）の入所者の，退所後の居所等をみると，「死亡」が68.5％

で最も多く，次いで「その他」が14.2％，「介護療養病床（病院）」が6.6％となっています。 

前回調査と比較すると，「介護老人保健施設」の割合は2.4ポイント，「医療療養病床（病院）」

の割合は11.4ポイント，「その他」の割合は6.1ポイント低くなっており，「介護療養病床（病院）」

の割合が5.8ポイント，「死亡」の割合が14.1ポイント高くなっています。（図2-10-6） 

  

（人）

今回調査

居宅（一人暮らし） 0

居宅（家族と同居） 4
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サービス付き高齢者向け住宅 4
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介護老人保健施設 4
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その他 41

未定 0

合計 289

0.0 

1.4 

1.0 

0.0 

1.4 

1.4 

0.0 

2.4 

1.4 

6.6 

1.7 

0.0 

68.5 

14.2 

0.0 

0.5 

2.6 

2.6 

0.0 

0.3 

0.0 

0.5 

1.3 

3.8 

0.8 

13.1 

54.4 

20.3 

0.0 

0 20 40 60 80

居宅（一人暮らし）

居宅（家族と同居）

養護老人ホーム

軽費老人ホーム・ケアハウス

有料老人ホーム

サービス付き高齢者向け住宅

認知症対応型共同生活介護

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養病床（病院）

医療療養病床（病院）

介護医療院

死亡

その他

未定

(%)

今回調査 前回調査



- 介護サービス事業者調査の結果 - 

475 

【図 2-10-7 退所後の居所等（介護医療院）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※実人数を基にした割合 

 

介護医療院の入所者の，退所後の居所等をみると，「死亡」が81.9％で最も多く，次いで「養

護老人ホーム」が11.7％，「その他」が3.2％となっています。（図2-10-7） 

  

（人）

今回調査

居宅（一人暮らし） 1

居宅（家族と同居） 0

養護老人ホーム 11

軽費老人ホーム・ケアハウス 0

有料老人ホーム 0

サービス付き高齢者向け住宅 0

認知症対応型共同生活介護 1

介護老人福祉施設 1

介護老人保健施設 0

介護療養病床（病院） 0

医療療養病床（病院） 0

介護医療院 0

死亡 77

その他 3

未定 0

合計 94
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（11）入所申込者数 

問９ 令和元年 11 月１日現在で，把握している入所（入居）申込者数について御記入ください。 

【図 2-11 入所申込者数（施設・居住系サービス）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※申込者数については，アンケート回答事業者が把握している入所申込者数の合計値であり，重複申込者数も含みます。 

 

入所申込者数について，特定施設入居者生活介護は「１～９人」が29.4％で最も多く，申込

者合計823人・平均37.4人となっています。 

認知症対応型共同生活介護も「１～９人」が60.3％で最も多く，申込者合計318人・平均5.1

人となっています。 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護は「50人以上」が60.0％で最も多く，申込者合

計2,886人・平均144.3人となっています。 

介護老人福祉施設も「50人以上」が74.0％で最も多く，申込者合計26,968人・平均691.5人と

なっています。 

介護老人保健施設は「10～19人」が25.0％で最も多く，申込者合計647人・平均34.1人となっ

ています。（図2-11） 
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（12）平均入所期間 

問 10 入所者の平均入所期間について御記入ください。 

※ 平成 30 年 11 月１日～令和元年 10 月 31 日までに施設を退所された方の平均値を御回答ください。 

【表 2-12 延べ退所者数と平均入所期間（施設・居住系サービス）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※介護老人福祉施設については，“平成26年度末までに入所した方の退所者数”と“平成27年度以降に入所した方の

退所者数”の合計人数が，延べ退所者数と一致する事業者のみを有効とする 

 

入所者の平均入所期間については， 

特定施設入居者生活介護では，延べ退所者数の合計が44人，平均は14.7人で，平均入所期間

が２年１箇月となっています。 

認知症対応型共同生活介護では，延べ退所者数の合計が４人，平均は1.3人で，平均入所期間

が１年11箇月となっています。 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護では，延べ退所者数の合計が32人，平均は4.6

人で，平均入所期間が２年11箇月となっています。 

介護老人福祉施設では，延べ退所者数の合計が434人，平均は25.5人で，平均入所期間が４年

０箇月となっています。また，平成26年度末までに入所した人の延べ退所者数は合計157人，平

均9.2人となっており，平均入所期間は８年１箇月となっています。平成27年度以降に入所した

人の延べ退所者数では合計277人，平均16.3人となっており，平均入所期間は１年10箇月となっ

ています。（表2-12） 

 

  

実数 平均 実数 平均

特定施設入居者生活介護 3 44 14.7 3 77 25.7

認知症対応型共同生活介護 3 4 1.3 3 71 23.7

地域密着型特定施設入居者生活介護 1 11 11 1 19 19

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 7 32 4.6 6 213 35.5

介護老人福祉施設 17 434 25.5 17 824 48.5

介護老人保健施設 0 0 0 0 0 0

介護療養病床（介護療養型医療施設） 1 34 34 1 10 10

介護医療院 0 0 0 0 0 0

延べ退所者数（人） 平均入所期間（箇月）
ｎ ｎ


